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共生社会実現に向けたエコシステムの 

Lotka-Volterra モデルによる携帯電話と i-mode の契約数動向の検証 

 

１ 本稿の目的と先行研究 

（１）目的 

昨今のビッグデータに関する産業界の関心の高まりに対応し、総務省(2013)は、「アクシ

ョンプラン 2013」において、①ビッグデータの利活用の推進と②オープンデータ流通環境

の構築推進を提言している。また総務省は「ＩＣＴ超高齢社会づくり推進事業（2013）」

の採択基準において、オープンなシステムの構築と共生社会の実現を歌っている。 

共生は数理生態学や進化ゲームにもある概念で、相手の存在が相互に環境に対する適応

度を強化する関係をいう。適応度とは数理生態学においては子供の数の期待値をいい、情

報通信産業においては例えば契約数の増加数に相当する。 

情報通信産業における共生関係とは、例えば、携帯電話とインターネット接続の関係が

相当すると思われる。両者の関係は、相互に相手市場を拡大する関係にあるからだ。そこ

で本稿では、ドコモの携帯電話の出荷台数と i-mode の利用者数の関係を数理モデルで論

じ、共生社会モデルを実現しているか数理生態学の方法論を活用して、検討する。 

（２）先行研究 

数理生態学を社会科学に利用する試みはすでに 30 年以上の歴史があり、例えば進化ゲ

ームを最初に経済学に持ち込んだ研究としては、Sugden(1982)がある。情報通信産業の社

会科学的に分析する方法として数理生態学に触れた研究を最初に概観する。依田[2003]は、

「ネットワーク産業の生態学的分析をネットワーク経済学と呼び、ネットワーク産業に共

通する特質を明らかにしたい」と書いた。 

遅れて、Iansti and Levien(2004）は、情報通信産業のエコシステムでは、キーストー

ンがイノベーションを持続させるとした。また、Fransman は、エコシステムを“An 

ecosystem is defined as groups of players creating innovations though their symbolic 

interactions and co-evolving with their environment”と定義した。類似した研究には、

椙山泰生、高尾義明、具承桓武、久保亮一(2008)が、エコシステムを「多様性をもった多

数のビジネスプレイヤ間の相互依存関係からなるネットワーク構造が安定性を持ち、そこ

にシステムの創発が見出されるもの」とした１２。しかし、これらのエコシステムに関する

研究は、数理生態学や進化ゲームの数理モデルを踏襲していない。 

情報通信業界における数理生態学の先行研究については、野口・高嶋(2001)がCasado，

Lopez，Sanchez [1996]の携帯電話による固定電話の代替性に関するモデルが

Lotka-Volterra 方程式と指摘している。情報通信産業のエコシステムを数理生態学の視点

で明確に意識した研究は、１種のネットワークサービスの契約数の動的な研究では、林健

太[2005]がある。２種類のブロードバンド・サービスの契約数については、林[2005]によ

るLotka-Volterra 方程式(以下「LV 方程式」と呼ぶ)３のひとつである水平競争系のLV 方

程式を援用したネットワーク設備事業者 2 社の契約数の動的変動の理論モデルと、林 

[2008]による捕食・被捕食系の LV 方程式を援用した NO と VNO の契約数の動的変動の

理論モデルがある。また池末[2010]は、林[2005]の水平競争モデルが FTTH と DSL の契

約数の変動に適合することを実証した。 
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（３）先行研究でのLV 方程式の拡張 

林[2005]は、「競争モデルを多事業者モデルに拡大してシミュレーションモデルを開発

することであろう」とした。これを受けて池末[2010]は、「現実のネットワーク産業にお

いては、複数のネットワークレイヤで複数のサービスの間で、さまざまな相互作用が発生

している」ことを意識し、多層的な垂直構造系や水平構造系の中での複数のサービスの相

互作用を記述する一般化されたLV 方程式の活用を提言した４。 
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ただし、記号の意味は次のように定める。 

 

i
 i  サービスの種類。i をサービスi と呼ぶ 

 ix  サービスi の契約数 

t
 時間 

 i  サービスi の成長率 

 
ij
 

ji  のとき：自己作用強度 

ji  のとき：相互作用強度 

 

自己作用強度５はサービスi が自身の市場の成長に与える戦略の強度または市場環境へ

の適応度である６。一方、相互作用強度７は、サービス j がサービスi の契約数の動的変動

に与える戦略の強度となる。その具体的な意味は、個別のモデルで検討する。 

次に、2種サービスの契約数の動向変動を解析するために、(1)式から 2 種のサービスの

LV 方程式を求めると、次式のようになる８。 
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この式を漸化式で書くと 
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また(2)式の両式をそれぞれ 1x と 2x で割ると 

2221212

2

2

2121111

1

1

1

1

xx
dt

dx

x

xx
dt

dx

x

μμε

μμε





 

(4) 

(4)式の左辺は契約数の増加率である。 
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２ 理論的準備 

２．１ ２種サービスのLVモデルの分類 

２種サービスのLVモデルによる林[2005]の2種垂直構造系と林[2008]の2種水平構造系

に加えて２種サービスの共生系は、パラメータの符号により次表のように整理できる９（図

表１）。 

 

＜図表１：2 種サービスのLV 方程式の分類＞ 

数理生態学上の分類 2 種垂直構造 2種水平構造系 2 種共生系 

サービス１ 自然成長率 1ε ＋ ＋ ＋ 

自己作用強度 11μ  － － － 

相互作用強度 12μ  － － ＋ 

サービス 2 自然成長率 2ε  － ＋ ＋ 

自己作用強度 22μ  ＋ － － 

相互作用強度 21μ  － － ＋ 

対象 NO・VNO 

の競争 

ネットワーク 

設備間競争 

共生系 

 林[2008] 林[2005] 大浦[2008] 

 

なお林[2008]の 2 種垂直構造で２つのサービスが共存するモデルを本稿では、一方が依

存する２種共生系または単に２種共生系（依存共存型）と呼び、2 種共生系で２種が共存

するモデルを２種共生系（非依存共存型）と呼ぶ。 

 

２．２ ２種共生系（非依存共存型） 

２種共生系のうち２種共生系（非依存共存型）の構造を調べる。 

（２）式が共生モデルであるためには、林[2005]を下敷きに、図表１より 
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である。この微分方程式の解の特徴を分析するために、定常解を調べる。定常解は次の方

程式を満たす。以降μをa と読み替えると 
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両式の分母が、各項の分子の変数に対応する切片を著している。 

それぞれのサービスの両方が定常解を持つことは、両式の右辺が第1象限(正象限)で交

点を持つことであり、それ以外にはない。両式の解つまり交点は、上式を解いて、 
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で与えられる。 

ここで、この定常解の安定性を解析的に分析するため（直観的な図による説明は論文投

稿時に記載予定）、均衡における共生モデル式の右辺のヤコービ行列を見てみると、 
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である。定常解が安定であるためには、トレースが負で行列式が正値でなければならない。

まずトレースは負であることから条件を満たす。また行列式は 

 

であり、 

21122211 aaaa   

が条件となる。これは、先の交点の解の分母が正となることであり、直観的な方法の結果

と一致する。 

この条件式は、林[2005]の 2 種水平構造系のLV 方程式が定常解を持つ条件と一致して

いる。ここで２つのサービスの市場容量が等しいと仮定すると、共生社会は強い自制心を

持った利他的なサービス同士が実現する社会であるとわかる１０。総取りを基本戦略を基本

戦略とする我が国の企業風土においては、情報通信業界の場合は共生社会の実現のために

は総務省の適切な行政指導が必要であろう。 

 

３ ドコモの契約数とi-modeの動的変動の重回帰分析によるパラメータの推定 

３．１ パラメータの推定とグラフの合致度による確認 

ＴＣＡのデータを使って、ドコモの携帯電話の契約数とi-modeの契約数の動的変動のパ

ラメータを推定する(図表２)。その表記方法は進化ゲームの方法に従う。本稿では 1x  をド

コモの契約数、 2x をi-modeの契約数とする。 

この結果、ドコモと i-mode の契約数の動的変動から、自然成長率が携帯電話と i-mode

ともに正、携帯電話の自己作用強度は正、相互作用強度が負、i-modeの自己作用強度は負、

相互作用強度が正でありドコモの契約数とi-modeの動的変動のLV 方程式のモデルは、林

[2005]のネットワーク設備の競争でもなく、林[2010]のNO・VNO の競争モデルでもない

ことがわかった。この結果は、i-modeが携帯電話の存在なしには成長できない２種共生系

（依存共存型）になるのではないかという予想を裏切るものである。 

３．２ モデルの信頼性１１ 

次にモデルの信頼性を確認する。 

（１） グラフの合致度 

一方、ドコモとi-modeの契約数の動的変動と、図表３のパラメータを(3)式に代入して

得た推測値をプロットした結果を図表３に示す。 

（２） 回帰式の有意性 

0det 21122211  aaaa
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回帰式の有意性として実測値と推定値の合致度はいずれも高い値を示しており、この

回帰式での合致度は高い（図表４）。 

（３） 回帰係数の有意性 

次に携帯電話と i-mode の回帰式の回帰係数のであるパラメータμと切片εの有意性に

ついては、t 値は十分に大きく、パラメータは０に近い値でありながらも、これを０と棄

無仮説は棄却される。またこのモデルでは単位が一致しているために標準化係数を求める

必要はない（図表５）。 

（４） 残差分析 

残差は携帯電話が１０の－１５条のオーダー、i-modeが１０の－１７条のオーダーで、パ

ラメータのオーダーより小さく、各残差の値も小さく、ちらばりも妥当である。標準残差

の分布図も確認し、そのちらばりの妥当性も視認した。 

（５） 市場容量と交点 

推定されたパラメータによる均衡点は第三象限にあり、安定平衡点は携帯電話の推定市

場容量を示す交点とi-modeが０、また携帯電話とi-modeの契約数の無限点にある。この

モデルで推定されるi-moddeの市場容量は６００万であり（図表２）、実測値より小さい。

だが、このモデルを捨てる前に、グラフの合致度と統計的信頼性が高いため、このモデル

を捨てる前に理論モデルを再検討することとし、今後の課題とする。 

 

 

図表２ 推定されたパラメータ 

   携帯   i-mode 

携帯 μ11 3.47594E-10 μ21 6.15263E-09 

i-mode μ12 -6.44592E-10 μ22 -7.00405E-09 

 

 

  
携帯 

 
i-mode 

内部自然成長率 ε1 0.014593645 ε2 0.005175246 

飽和市場規模 K1=ε1/μ11 41,984,797 K2=ε2/μ22 738,893 

競争係数 γ12=u12/u11 1.854441  γ21=μ21/μ22 0.878439  
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図表３ 

 

 

図表４ 携帯 i-mode 
    

重相関 R 0.859843 0.95276 
    

重決定 

R2 
0.739331 0.907752 

    

補正 R2 0.735351 0.906344 
    

標準誤差 0.002497 0.009936 
    

観測数 134 134 
    

       
図表５           

携帯 係数 標準誤差 t  P-値 下限 95% 上限 95% 

切片 0.014594 0.002579 5.658273 9.20E-08 0.009491 0.019696 

 
3.48E-10 1.16E-10 3.000286 0.00323 1.18E-10 5.77E-10 

  -6.40E-10 8.10E-11 -7.96034 7.18E-13 -8.00E-10 -4.80E-10 

i-mode 係数 標準誤差 t  P-値 下限 95% 上限 95% 

切片 0.005175 0.010263 0.504249 0.614934 -0.01513 0.025478 

 
6.15E-09 4.61E-10 13.34583 3.46E-26 5.24E-09 7.06E-09 

  -7.00E-09 3.22E-10 -21.7365 2.77E-45 -7.60E-09 -6.40E-09 

 

５ 価格モデルへの道筋 

経営学が教える競争戦略にセグメンテーションがある。セグメンテーションとは、

市場を属性ごとに細分化して、細分化された市場ごとにサービスの差別化を図る競争

戦略をいう。セグメンテーションは経営学では競争のための戦略と教えるが、安定共
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存均衡の安定性からみれば、差別化は競争しないためのすみ分けの非競争戦略である。 

ここでセグメンテーションによる差別化を同一市場での異なるターゲットの「距離」

と読み替えてみよう１２。そして同一のターゲットの「距離」が近ければ、複数のサー

ビスの競争の強度が強く、「距離」が遠ければ競争の強度は弱くなるとしよう。この競

争の強度を競争係数として、競争係数が大きければ競争が激しく、競争係数が小さけ

れば競争は弱いと考えよう。以上のモデルを水平構造型の Lotka-Volterra 方程式に適用

し、次のステップで検討する。 

（１）競争係数を減少関数とする。 

サービス２のサービス１に対する競争係数 12γ とサービス１のサービス２に対する

競争係数 21γ は、サービス１とサービス２のターゲットの距離 z が遠いと競争の強度

γが減少すると考える。すなわち距離 z に対して競争係数は次の減少関数で表現でき

るとする。 

)2/exp()( 22

2112 wzz  γγγ  

この距離を横軸にとる。ここで距離が０すなわち２つのサービスが同一のターゲット

をめぐって競争しているとしよう。このとき 1)0( γ となることを確認しておこう。 

２つのサービスが安定して共存するためには、池末(2011)の(9)式によれば、

1)( 2 zγ が成立する必要がある。すなわち 

1)}2/{exp()( 2222  wzzγ
 

 

（３）共存均衡点は常に正であることを確認する。 

共存均衡点が共に正であれば、均衡点に向かう。すなわち池末(2011)の(8)式より 



















2112

1212

2112

2121
3

11 γγ

γ

γγ

γ
　

KKKK
P  

を計算する。 

（４）飽和市場規模の比を測定する 

飽和市場規模の比 12 / KK を縦軸とする。 

（５）共存する関係をグラフで確認する。 

横軸を（１）距離、縦軸を（４）の飽和市場規模の比とする。（３）の均衡点がサー

ビス１、２共に正になるときは共存、サービス１の均衡点だけが正の場合はサービス

１が永続、サービス２だけが正の場合はサービス２が永続することを利用して、グラ

フの各セルを分類し、グラフを表示する＜図表６＞。 

このグラフから次の２つことが言える。 

・サービスの距離が遠いとサービスは共存しやすい。 

・サービスの距離が近くサービスが共存できない場合、飽和市場規模が大きいサービ
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スが永続する。 

この距離という概念は、現実のサービスの差別化ではどのように計量化されるのだ

ろうか。考えられる計量可能な距離は、価格、年齢、物理的な距離（地域）などが考

えられるが、具体的にどのような距離の減少関数を作るべきか今後の課題である。典

型的には、ガラパゴス携帯と言われる我が国の携帯市場と GSM とを比較しても良い

だろう。最初から大きな市場を想定するサービスの方が成功する可能性が高いのであ

る。ドコモに限らないが、我が国のＩＣＴ産業の伝統的な国内市場優先の戦略は、我

が国の企業の国際戦略を損なう誤った戦略だといえよう。 

また共存均衡を広げるためには、今回のモデルから相手の市場に不用意に侵入しな

いなどの強い自制が必要であることがわかるが、林[2005]が指摘したVNO は付加価値

のあるサービスを行い、NO のターゲットを奪うべきではないとする論点を補強でき

る可能性もある。 

 

6. 効用または価格の問題 

LV モデルの最大の弱みでもあり最大の強みは、価格や効用を無視している点にある。

今回、その理論モデルの構築を試みたが、実証には至っていない。 

林[2005]は、VNO は革新的であるべきだと主張した。革新も距離のひとつと考える

ならば、どのような減少関数が考えられるだろうか。革新は進化論モデルを導入する

必要があると思われる。進化が突然変異によるものであるならば、突然変異を開放系

モデルでシミュレーションする場合は、Eigene モデル１３がなじむように思える１４。そ

して、この Eigene モデルはリプリケータ方程式と同値であり、リプリケータ方程式は

LV方程式と同値であり、Eigene モデルはイジングモデルと同値であり、イジングモデ

ルは複雑ネットワークの同意モデルと同値である。まったく不思議なことであるが、

イジングモデルの相転移は、エネルギーとエンロトピーの駆け引きであって、どちら

が勝つと相転移がおきる。エネルギーを価格の逆数で価格の最小化、エントロピーを

社会的効用の最大化と置きかえると、イジングモデルが価格モデルとして扱える可能

性が出てくる。 

 

 

図６ 共存均衡点での距離と飽和市場規模の関係 
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図表７ 図表６の作成手順 

W A z＝aw K1 K2 
K2/K

１ 
γ12 γ21 γ12γ21 X1* X2* 

1.0  0.2  0.2  1.0  3.0  3.0  0.98  0.98  1.0  (49) 52  

1.0  0.2  0.2  1.0  2.8  2.8  0.98  0.98  1.0  (44) 46  

1.0  0.2  0.2  1.0  2.6  2.6  0.98  0.98  1.0  (39) 41  

1.0  0.2  0.2  1.0  2.4  2.4  0.98  0.98  1.0  (34) 36  

1.0  0.2  0.2  1.0  2.2  2.2  0.98  0.98  1.0  (29) 31  

1.0  0.2  0.2  1.0  2.0  2.0  0.98  0.98  1.0  (24) 26  

1.0  0.2  0.2  1.0  1.8  1.8  0.98  0.98  1.0  (19) 21  

1.0  0.2  0.2  1.0  1.6  1.6  0.98  0.98  1.0  (14) 16  

1.0  0.2  0.2  1.0  1.4  1.4  0.98  0.98  1.0  (9) 11  

1.0  0.2  0.2  1.0  1.2  1.2  0.98  0.98  1.0  (4) 6  

1.0  0.2  0.2  1.0  1.0  1.0  0.98  0.98  1.0  1  1  

1.0  0.2  0.2  1.0  0.8  0.8  0.98  0.98  1.0  6  (5) 

1.0  0.2  0.2  1.0  0.6  0.6  0.98  0.98  1.0  11  (10) 

1.0  0.2  0.2  1.0  0.4  0.4  0.98  0.98  1.0  16  (15) 

1.0  0.2  0.2  1.0  0.2  0.2  0.98  0.98  1.0  21  (20) 

1.0  0.2  0.2  1.0  (0.0) (0.0) 0.98  0.98  1.0  26  (25) 

W=1.0  固定 

a=0.2,0.4...2.2 変数 

z＝aw：0.2,0.4･･･2.2(横軸:距離) 

K1=1.0 （固定）飽和市場規模 

K2=0.0,0.2,0.4･･･3.0 

K2/K1=0, 0.2, 0.4･･･ 3.0(縦軸) 

γ12= +EXP(-z^2/(2*w^2))（距離の現象関数）競争係数 

γ21=+EXP(-z^2/(2*w^2)) （距離の現象関数）競争係数 

γ12γ21=γ12*γ21<1を計算して確認（安定均衡点の出現の条件）  

X1*＝+(K1-γ12*$K2)/(1-γ12*γ21) 

X2*＝+(K2-γ21*$K1)/(1-γ12*γ21) 

)2/exp()( 22

2112 wzz  αγγ
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X1>かつX2>0のとき共存で黒く塗る 

X1>0かつX2<0のときX1が生存にチェック 

X1<0かつX2>0のときX2が生存にチェック 

以上をグラフにプロットする 
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１ このパラグラフの先行研究に関する示唆は、マルチメディア振興センターの副主任研究

員の田中えま氏による総合研究大学院大学での講義による。 
２ この定義は、数理生態学のエマージェンスやプリコジンの散逸構造に近い概念である。

散逸構造は進化ゲームや複雑ネットワークで論じることができる。本稿は、今後の研究の

中でこの問題を進化ゲームと複雑ネットワークで扱うための準備と位置付けている。創発

や散逸構造はイジングモデルと同様に、物理学的にはエネルギーとエントロピーの綱引き

の結果の動的な相転移によるものであるが、この問題も複雑ネットワークを使うことで見

通しが明るくなる。 
３寺本英[1999] 複雑ネットワークモデルでは格子モデルを使ってＬＶ方程式を導出できる。 
４ 寺本英[1999] 150 頁参照 
５ 林[2005]はロジスティック係数と呼んでいる 

６ Nowak Martin [2008] 49 頁参照。「適応度とは、子供の数の期待値」である。 

７ 林[2005]と林[2008]では、この相互作用を干渉と呼んでいる。 
８ 一般化されたLV 方程式の最も単純な例は、１種のサービスの場合であって、ロジステ

ィック方程式となる。 
９２種のLV 方程式は、ここに掲載した以外にも、そのパラメータの符号でさまざまなモデ

ルが生まれる可能性がある。 
１０ 寺本 80 頁 詳細は論文でさらに紹介する。 
１１現時時点では系列相関、多重共線性は確認していない。今後、確認していく。 
１２巌佐庸[1998]『数理生物学入門』共立出版 p20-p21 
１３ 生井澤寛[2007]『複雑システム科学』放送大学教育振興会。p114-p116 
１４ Eigen モデルは 2 次元イジングモデルと同値であることが証明されており、その対比から

突然変異率が温度に相当することがわかっている。またイジングモデルは同意モデルともいう。

Lotka-Volterr 方程式は価格がないことが弱点であるが、価格の関係が明らかにできれば、新しい

パラダイムを見出す可能性が高い。フリースケールモデルは Bose・Einstein 凝縮に相転移する

が、MICROSOFT の独占と Bose・Einstein 凝縮の関係を述べる記述もある。しかし MICROSOFT

の独占と Bose・Einstein 凝縮をつなげる数理モデルは見つからなかった。ところが 2 種のサー

ビスの競争型 Lotka-Volterra 方程式の WTA モデルを検討すると MICROSOFT 独占のモデルは

Bose・Einsteint 統計ではなく Pauri･Dirac 統計に似ている。価格と温度の関係は、このあたりの

モデルとも関わっている印象がある。 
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